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　　　　　　　　大学院の 「大衆化」

一 修士課程在学者の 出身階層 と修学意欲の変容一

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　万見 　淳子 （東京大学大学院）

　大学院拡大 は高等教育改革の 最 も重要な柱の
一

つ と して位置付け られ て い る。政府側 の 意図は、

知識社会化、情報化、グロ
ーバ ル化の 中で 高度の

知識 ・能力 を持 つ 人材 の 形成 と専門的な職業教育

の 拡大 に あ る。他方で 、大学院、と りわけ修士課

程入学者数は、90年代を通 じて加速的に拡大した e

修士 課 程が この よ うな拡大を遂げた大 きな要因 と

して 、教育機会の拡大が挙げられ る こ とは言うま

で もな い。しか しなが ら同時に、そ れ に応え る需

要 （進学者）が存在 して い なけれ ば、実際の 拡大

は起きなか っ た の で あ る。

　 こ う した観点か ら本報告は、需要側 に焦点を当

て 、90 年及び 96 年 の 2 時点に お け る学生の 生活

状況デ
ー

タ （文部省 「学生生活調査」 個票デー
タ）

を分析する こ と に よっ て 90 年代の拡大を 担 っ た

学生はどの よ うな特性を持 っ た人たちだ っ た の か

を 明 らか にす る こ とを目的 とす る
1
。

7。鮒 課程の歔

　lg60年に 8
，
305 人だ っ た修士課程学生数 は、70

年 に 27，714 人 に、80 年に 35，781人に、90 年に

は 61，884 人 に まで 増加 した。そ して 、そ の 数は

2000 年に
一
挙に 142，830 人となる。90 年代 の わ

ずか 10 年の 間に 2，3 倍にも拡大 したの で ある。

　更に こ の 拡 大を天野 （1968）お よ び金子 （1996）

を参照 して作成した 4 つ の大学類型

  国立中央 （旧七帝大＋ 東工大＋ 筑波 ＋
一橋）

  その 他国公立

  私立第 1世代 （60年ま で に設置された大学）

  私立第 2 ・3 世代 （60年以降に設置された大学）

を 用 い て 確認 した。

国立中央

新制大学院発足 当時か ら大学院教育を先導す る 存

在 。 90 年代を通じて学生数を更 に拡大 させ 、拡大

へ の寄与率は理系 23、8％、文系 13，8％ で ある。

そ の 他国公立

90 年代を通 じ て、従来か ら シェ ア が大きか っ た理

系修士課程 にお い て 更なる拡大を遂げた。

私立第 1世代

90年代を通じて 、従来からシェ アが大きか っ た文

系修士課程 にお い て 更な る拡大 を遂げた。

私立第 2 ・3世代

90 年代 で 理系で 3．7 倍、文系で 4，7 倍に も拡大。

特に文系の拡大寄与率は 2割にも達する。

2．出身家庭の齔

　公表されて い る既存 の 「学生生活調査報告」 デ

ータ か ら、修士課 程学生全体 の 平均家庭所得 の 推

移を検討する と、大学院政策史上初の 大規模な拡

大政策 を策定 した数年後に、数値が大き く伸びた

こ と が明 らかとな っ た。続 い て、理 ・文系別 お よ

び大学類型別に分析を行 っ た。

理系修士

90 年時点 で 進学機会はほぼ均等に分かれて い た 。

しか し、6年間の 拡大を経た後、低所得層 の 在学

率が下方に変化 し、中 ・高所得層の 数値が伸びて

い る。そして、こ の 変化が最も顕著にあ らわれ て

い た の は、国立中央大学で あっ た。

文系修士

全 体 と して 既 に 90 年 の 時点で 進学機会 の 高所得

層へ の 偏 りが確認 で きて い た。拡大後、そ の 構造

は強化され、高所得層出身者 （所得階層第IV＋ V

五 分位）で 学生 の半数を占める ように な っ た。た

だし、大学の特性に よっ て この変化は異な っ て い

た。例えば、私立第 2 ・3世代大学で は既に 90年

に お い て高所得層へ の偏 りが見られたが、それが

む し ろ緩和され る状況に変化 して い る。逆に 国立

中央大学は、ほぼ均等だっ た進学機会が、高所得

層出身者にそ の 多く を占められ る ように なっ た。

3．修学竄欲の変窓

　続 い て 支出 の 視点か ら、とりわけ 「修学費」 へ

の出費状況 （修学費の裁量的支出総額 に占め る 比

率）に注目して大学院の 担い 手の 特徴を明らかに

した 。
「修学費」 が 「娯楽 し好費」 と強 い 負 の 相関

を持 つ こ とか ら、修学費が学生の修学意欲 を代表

する指標の
一

つ とな る と考えたか らで ある。まず、

全体的趨勢を公表データか ら確認する と、修学費

は 1980〜gO 年代 にかけて
一

貫 して減少し、そ れ は

学部学生より修士 課程学生 の方が は る か に著しい

こ と が うか がえ た。続 い て 理 ・文系別、大学類型
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別 に みると、次の結果が得 られた。

理系修士

全体でみ ると修学費比率は低下 して お り、意欲の

低下が うかがえた。低下が最 も顕著だ っ た の は 国

立中央大学で あ っ た 。

文系修士

全体で み る と理 系同様、低下傾向が見 られ る が、

状況 は大学の 特性に よ っ て異な っ て い た。すなわ

ち、その 他 国公立大学や私立第 2 ・3世代大学で

は修学意欲 の低い学生が、他方、国立中央大学や

私立第 1世代大学 で は修学意欲が強 い 学生が主た

る拡大の担い 手とな っ て い た 。

4 、学i生類型力⊃ら鰍 学院生 の変Vk
　以上．家庭所得と修学意欲と、2 つ の視点か ら

大学 院 生 の変化 を分 析 し た が 、も ち ろん こ れ ら2

つ の 変数は独立で はな い 。すなわち、個人は、こ

れ ら 2変数 の 次の ような相互作 用 の 中で 、大学院

へ 進学するか 否 か を決定すると考えられる （図 1＞。

　まず、職業準備、教養獲得、自己実現 と い っ た

強 い修学意欲 を 持 っ て いれ ば、家庭所得が高い場

合はもちろん、低 い場合で も、そ の 意欲か ら入学

後 の ア ル バ イ ト、奨学金な どを想定 して 進学を試

みるで あろう。 こ れ に 対 し て、ス テイタス やモ ラ

トリアム を求 めて の 進学、換言すれば修学意欲が

あま り強くな い 進学は、家庭の負担能力ある い は

負担意欲 に大きく依存するもの と思わ れ る 。

【図 1　 2 変数 の 関係】

鑵齢
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　以上 の 議論 を踏まえ、以下では家庭所得 の 高低、

修学費比率の 高低 （90 年度 の 平均値が基準） を組

み合わせる こ とに よ っ て、4 つ の学生類型 を設定

し、大学院生 の 変化を分析 した。その 結果 、次の

こ とが確認 され た 。

理系修士

国 立中央大学 を筆頭 に、どの タイプの 大学 で も高

所得 ・低修学費比率型 の学生 の増加が最も目立っ

て い た。理系修士 の 就職状況 が良好な こ とを考慮

すれ ば、理系修士 の進学機会が拡大した場合、費

用負担能力が あれば、修学意欲の 強弱に関わ らず

一283一

進学を選択す る学生が増えたた め だ と考え られる。

文系修士

文系修士で は、2 つ の 動き が確認 され た。国立中

央大学や 私立第 1世代大学で は高所得 ・高修学費

比率型の学生の増加が、そ の他国公立大学や私立

第 2 ・3世代大学 で は 高所得 ・低修学費比率型 の

学生 の 増加が顕著で あっ た。ただし、前者で も徐々

に高所得 ・低修学費比率型 の 学生の 割合が高ま っ

て い る の も事実である。文系修士 の 就職状況およ

び当時 の バ ブル経済破綻によ る不景気状況を考慮

すれば   就職先が 見 つ か らず、不本意な就職 を

するくらい で あれば経済力が許す限り、特に 目的

があ る わ け で は な いが 進学 を 選択す る 学生 が 増加

して い る こ と、  就職 氷河期 の 中で研究者を目指

す学生が顕在化 し、家庭 の 費用 負担能力 の あ る学

生が、と りわ け国立中央大学や私立第 1世代大学

に進学する ように な っ た こ と、とい う 2次元の 変

化がおきて い たもの と考えられ る。

5．纖

　以上 の 分析か らは、理系 の 大部分及び文系の
一

部 に お い て、gO年代 の 大規模な修士課程の 拡大は、

豊 か な家庭 の 出身者が 、修学意欲が 強くな い に も

かかわ らず、進学 を選択する こ とによ っ て 実現 し

た こ とが明らかとな っ た。これは、学部教育の 大

衆化 を背景 と し て、大学院にお い ても 「大衆化 」

がおきて い る こ とを示唆す る結果で あり、い わば

政策 の 表面的成功を意味す る もの で ある。

　現在、政府は 1990年前後に打ち出した拡大政策

を延長す る ような形で、大学院 の 更な る拡大を進

めようとして い る 。 しか し、高度職業人養成と い

う拡大意図を達成する一政策の成功を表面的なも

の で終わ らせな い
一

ため に は、本分析 で明らか に

な っ た拡大の実態を十分に認識し、この変化 の方

向性を変更させ る 対処策 につ い て 議論を重ね る 必

要があると考え られるの である。
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